新規入会申請会社基本情報
平成 　 年 　 月 　 日 提出
１．申請者
	申請会社名

	連絡担当者
	氏　名

	
	部署・役職名

	
	電話番号

	
	ウェブサイト


２．会社の概要
	(1) 本店所在地

	(2) 代表者役職氏名

	(3) 第二種業内部管理統括責任者役職氏名（予定）

	(4) 資本金　　　　　　百万円（単位未満切捨て）


(5) 役職員数（人）
	　　　
	
	役　員
	使用人
	計

	
	
	
	うち非常勤
	
	

	総　数
	
	
	
	

	
	うち二種業
	
	
	
	


　(6) 株式の状況
	① 発行済株式総数

	② 株主数 


　　③ 大株主（上位３名）
	株主名
	持株数(株)
	持株比率(％)

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　(7) 主たる事業
	　


　３．金融商品取引業の登録申請等の状況
３－１ 管轄財務局等　　
□ 関東財務局　　　□ 財務局等（　　　　　　　　　　　　　　　）
３－２ 第二種業の新規登録（予定）　
□１　第二種金融商品取引業
☐ (1) 電子募集取扱業務
☐ (2) 電子申込型電子募集取扱業務
　　　□２　特定有価証券等管理行為
３－３ 第二種業の追加・変更登録　　
	(1) 登録年月日（登録番号）


(2) 現在の金商業の登録状況
☐１　第一種金融商品取引業
☐２　投資助言・代理業
☐３　投資運用業
□４　有価証券等管理業務
　　(3) 第二種業の追加・変更登録の内容（予定）
□１　第二種金融商品取引業
☐ (1) 電子募集取扱業務
☐ (2) 電子申込型電子募集取扱業務
□２　特定有価証券等管理行為
　３－４ 第二種業既登録
	(1) 登録年月日（登録番号）


(2) 現在の金商業の登録状況
☐１　第一種金融商品取引業
□２　第二種金融商品取引業
☐ (1) 電子募集取扱業務
☐ (2) 電子申込型電子募集取扱業務
□ (3) 特定有価証券等管理行為
☐３　投資助言・代理業
☐４　投資運用業
□５　有価証券等管理業務
　　(3) 第二種業の「業務方法書」の変更
□１　変更する
□２　変更しない
４．第二種業の業務の内容
　　(1) 有価証券の種類
１ 信託受益権
☐ ① 不動産
　　　　 ☐ ② 上記①以外（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　２ 外国の信託受益権
☐ ① 不動産
☐ ② 上記①以外（　　　　　　　　　　　　　　）
☐３ 合同会社の社員権及び一定の合名会社・合資会社の社員権
☐４ 外国法人の社員権で上記３の性質を有するもの
☐５ 集団投資スキーム持分（ファンド）
☐６ 外国集団投資スキーム持分（外国ファンド）
☐７ 学校貸付債権
(2) 業務
　　　☐１　自己募集又は自己私募
　　　☐２　売買又は売買の媒介
　☐３　募集・売出しの取扱い等
(3) 対象顧客
　　　☐１　一般投資家（特定投資家以外の顧客）
　　☐２　特定投資家
５．第二種業の業務開始時期
	☐　　　　年　　　月頃（予定）

	☐　未定

	☐　既に行っている（　　　年　　　月）


６． 財務局等への新規、追加・変更登録申請の状況
□ 事前相談前　　　　□ 事前相談中
□ 申請書提出　　　　□ 財務事務所審査　　　　□ 本局審査
７．加入する金融商品取引業協会
１　日本証券業協会　　　　□ 加入　　　　□ 入会予定
２　投資信託協会　　　　　□ 加入　　　　□ 入会予定
３　日本投資顧問業協会　　□ 加入　　　　□ 入会予定
４　金融先物取引業協会　　□ 加入　　　　□ 入会予定
以　　上
1

